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水道における放射性物質の課題
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生活環境研究部水管理研究分野

浅見 真理・大野 浩一

前半の詳細は 水道水中の放射性物質の概要と課題
保健医療科学、2011 Vol.60 No.4 p.306－313

http://www.niph.go.jp/journal/data/60‐
4/20116004005.pdf をご参照下さい。
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広域に急激な濃度変化

2011/3/11 大地震
3/12‐16 放出(20‐21も?)
3/15 モニタリング要請
3/16 水道水から検出
3/17 食品の規制値通知
3/19 水道で指標値を超過した場合

の対応通知

3/21 指標値の３倍以上の
水道飲用制限対応通知

3/23 首都圏も乳児の飲用制限
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福島・飯舘の水道水から放射性ヨウ素

厚生労働省は２１日、福島県飯舘(いいたて)村の水道水から、食品衛生
法の暫定規制値（１キロ・グラム当たり３００ベクレル）の３倍を超える１キ
ロ・グラム当たり９６５ベクレルの放射性ヨウ素が検出されたと発表した。

厚労省は「一時的に飲用しても直ちに健康に影響はないが、念のため飲
用を控えてほしい」としている。同村は同日早朝から、村民に水道水や井
戸水を飲まないよう呼びかけ、ペットボトル入りの飲料水を配布した。
（中略）

飯館村は中心部が、同原発の北西約４０キロにあり、村の一部が屋内退
避区域にかかっている。同村によると、人口６１５２人（２月１日現在）のう
ち簡易水道を使っているのは６割で、残りは井戸水などを利用している。
厚労省によると、簡易水道は、給水人口５０００人以下の小規模な自治
体などで利用される水道で、都市部の上水道と浄化の仕組みに違いは
ない。

（2011年3月21日18時48分 読売新聞）

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

食品中の放射性物質に関する暫定規制値
2011年3月17日通知
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核種
原子力施設等の防災対策に係る指針にお
ける摂取制限に関する指標値（Bq/kg) 乳児用

放射性ヨウ素 飲料水 300

牛乳・乳製品 300 100

野菜類（根菜、芋類を除く。） 2,000

放射性セシウム 魚介類

200飲料水

牛乳・乳製品

野菜類

500穀類

肉・卵・魚・その他

食品についてはストロンチウム等の核種についても設定されている。飲料水は、
桃色部分を準用。
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放射性物質の大気、水への移流・拡散と
水源の汚染（概念図）

土壌から地下水への浸透

海への流出

廃棄物

放出

環境への放出
拡散と移流による広がり

風による移流

原子力
発電所

乾性沈着・湿性沈着

流域から流入、河川の汚染、
水道原水として取水

ちりや雨
の降下・
沈着

国立環境研究所ホームページを元に加筆作成

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

福島県内７方部 環境放射能測定結果
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平成23年3月11日 ～ 3月31日（暫定値） 単位：μGy/h≒μSv/ｈ（ﾏｲｸﾛｸﾞﾚｲ/時間≒ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ/時間）
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東京都水道局（金町浄水場）
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福島県飯舘村
3/21 965Bq/kg(I-131)

摂取制限が行われた水道事業者等の検査結果
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主な計測地点における放射性ヨウ素（I‐131）
濃度の推移
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飯舘村飯舘簡易水道事業

いわき市

半減期８日の減衰
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水道水中の放射性物質の
検出と飲用制限

放射性ヨウ素 (I-131)

飲用制限指標超過
300Bq/kg

乳児の飲用制限指標超過
100Bq/kg

定量下限値以上で検出
10Bq/kg

放射性セシウムは検出され
ていない (Cs-134, 137)

原発

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health
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福島県 近隣１０都県

事故後の放射性ヨウ素検出状況
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水道水中の放射性物質をめぐる対応のスキーム
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モニタリング
文部科学省
現地対策本部

情報提供

厚生労働省
○報告集計・公表
○方針の決定

地方公共団体・水道事業者
○水道水中の放射性物質に関する検査の実施 ○浄水処理 ○広報 ○給水の確保

専門家による検討

厚生科学審議会
生活衛生環境水道部会

報告

水道水における
放射性物質検討会

助言

情報提供

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣 副本部長：経済産業大臣
【原子力災害対策特別措置法】

・評価 ・対応策決定 ・公表 ・指示

摂取制限及び
広報の要請
【技術的助言】

要請※

摂取制限
の指示※

※ 水道水については、原子力災害対策本部を通じた摂取制限は実施されていない。

原子力
安全委員会
【技術的助言】

報告

報告

福島県

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

各浄水プロセスにおける放射性物質の除去性の概要

水道の浄水処理で適用され
ている技術

浄水器や限定的な条件で適用される場合
がある技術

元素
＊溶解性の元素による

実験を含む

凝集
沈殿

砂ろ過
（急速・緩速）

精密ろ過
限外ろ過

活性炭
（多くの場合
ろ過を含む）

ゼオライト
（粘土成分）

イオン交換
（混合媒体）

ナノろ過 逆浸透

よう素*
（I）

＋＋ ＋＋ ＊ ＊～
＋＋＋

＋＋ ＋＋＋ ＊＊ ＋＋＋＋

セシウム*
（Cs）

＋＋ ＋＋ ＊＊ ＋～＊＊ ＋＋＋ ＋＋＋ ＊＊ ＋＋＋＋

＋ =0～10%
＋＋ =10～40%
＋＋＋ =40～70%
＋＋＋＋ =>70% （Brown et al.,2008aより抜粋）
＊ =除去が困難か（水中の存在形態・物性による推測、筆者ら追加）
＊＊=除去可能性（同上）

＊溶解性の元素で実験が行われてい
る場合もあるので条件の精査が必要

詳細は、小坂ら、「浄水プロセスにおける放射性物質の除去性能に関するレビュー」、水道協会雑
誌、80(4)70‐85、2011参照

原水の条件、実験条件により大きく差が生じるため、表の適用には十分注意のこと。
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飲料水における放射性ヨウ素131の
ガイドラインのレベル

ガイドライン名
水中における最大放射能勧告
レベル
（ベクレル/リットル）

WHO飲料水水質ガイドライン 10 
日本の暫定（非常時）指標値
（乳児）

100 

日本の暫定（非常時）指標値
（大人）

300 

IAEAの定める原子力事故の際の運用上の介入
レベル （緊急事態初期に初動を促す際にのみ
使用されるべきである）

3000 

13

http://www.who.or.jp/index_files/FAQ_Drinking_tapwater_JP.pdf から抜粋

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

Normal

Caution
Danger

Accident
色々な基準（目安）と

リスク

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health
15厚生労働省薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会放射性物質対策部会資料 （平成２３年１２月２２日資料2-2）

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001yw1j-att/2r9852000001yw77.pdf 国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

放射性セシウムの水道水管理指標
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暫定基準

年間 5mSv

1mSv→500ベクレル
野菜類

1mSv→500ベクレル
穀類

1mSv→500ベクレル
肉・卵・魚・その他

1mSv→200ベクレル
飲料水

1mSv→200ベクレル
牛乳・乳製品

飲食物摂取制限に関する指標について（抜粋）（平成１０年
３月６日 原子力安全委員会原子力発電所等周辺防災対

策専門部会環境ワーキンググループ報告書）
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000018iyb.html

食品基準の目標

年間 1mSv

50ベクレル
乳児用食品

100ベクレル
一般食品

野菜類、穀類、
肉・卵・魚・その他

0.1mSv→10ベクレル
飲料水

50ベクレル
牛乳

直接飲用する水、調理に
使用する水及び水との代
替関係が強い飲用茶

厚生労働省薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会放
射性物質対策部会資料 （平成２３年１２月２２日資料
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001yw1j.h
tmlより浅見作成

合わせて0.9mSv

全ての分類で、平均すればピーク時の50%を超えないと仮定

水道水の目標値

①全ての人が摂取し代
替がきかず、摂取量
が大きい
②WHOが飲料水中の
放射性物質の指標
値（10 Bq/kg）を提示
③水道水中の放射性
物質は厳格な管理が
可能

2012.4.1～緊急時
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急速ろ過
消毒のみ

緩速ろ過 膜ろ過

消毒のみ 緩速ろ過 急速ろ過 膜ろ過
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着水井
フロック
形成池

沈殿池 ろ過池
塩素
混和池

粉末活性炭 凝集剤

配水池

塩素剤

ろ過池

オゾン ろ過池活性炭
ろ過池

高度処理で付加さ
れるプロセスの例

一般的な急速ろ過の浄水処理プロセスの例

浄水方法別にみた年間浄水量の割合

浄水処理における放射性ヨウ素・セシウムの挙動

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health
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厚生労働省ホームページ＞
東日本大震災関連情報＞

水道水中の放射性物質の検査
について

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

水道水中の放射性物質に関する検査の結果

19

この期間の報告、全283ページ

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health
20

この期間の報告、全304ページ
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浄水処理工程における放射性ヨウ素の挙動例
(2011年4月, Kosaka et al., Water Research (2012))

21
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・凝集沈殿ではほとんど除去されない。
・活性炭では多少の除去

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health
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弱塩素処理＋粉末活性炭で除去率向上
(2011年4～5月, Kosaka et al., Water Research (2012))

河川水（3.4～3.5 Bq/L）、池の水（7.4～9.5 Bq/L）；
塩素10分のち粉末活性炭30分； (塩素注入率 1.0 mg/L(河川水), 0.5 mg/L(池の水))
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放射性ヨウ素の挙動概念図

23 国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

放射性ヨウ素の浄水場での除去について

• 凝集沈殿では一部の粒子付着態以外、除去されない。
• 弱塩素 (0.5～1.0 mg/L)＋粉末活性炭により比較的良好
な除去

• 酸化しすぎるとヨウ素酸イオンとなり、除去困難に

※緊急時、急性時は降下する放射性ヨウ素の混入を防ぐ
ための対策も有用
(2011.3.26 厚労省水道課 事務連絡）

・降雨後（初期降雨の流下中）の取水の抑制・停止

・浄水場の覆がい（ビニールシート等による覆い）

24



国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

浄水仮定での放射性セシウムの挙動
（2011年４月採水、小坂ら (2012))
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134Cs

137Cs
濁度：15（4/20）
濁度：51（4/28）

<0.50 <1.0 <0.47 <0.58 <0.57
<0.83 <0.59 <0.76 <0.67 <0.58

134Cs
137Cs

放射性セシウムの浄水処理における挙動

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

Cs

放射性セシウムの挙動概念図

除去
（凝集沈殿、ろ過）

除去性低い
（凝集沈殿、ろ過、

活性炭）

大気 環境水
（主に河川水）

浄水処理 水道水

粒子状セシウム

セシウムイオン

セシウム

I

地表に降下したセシウムのほとんどは、土壌
に収着し、環境水には粒子状として流出

＋

粒子

H 水素 O 酸素 I ヨウ素 Cs

Cs
＋Cs

粒子

Cs
粒子

Cs

Cs HO

ヨウ化セシウム

水酸化セシウム
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国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

放射性セシウムの浄水場での除去について

• 原水に濁質が含まれている場合は、濁質に
放射性セシウムが収着しているので、固液分
離処理（凝集沈殿、ろ過など）による濁質除
去・制御が肝要となる。

• 溶存している放射性セシウムの除去性は低
い。この場合、過去に凝集助剤としても使用
されていたことのあるベントナイトなどの添加
により一部吸着除去可能。

27
国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

浄水処理における除去性に関するまとめ

現時点において、今回の原発事故による水道
水経由での放射性物質（セシウム）のヒトへの
健康影響は無視できる程度

放射性セシウムの多くは濁質に付着して存在

→放射性物質汚染がある地域の表流水、ある
いは表流水の影響を受ける地下水においては、
「濁質制御の確実性」を中心にモニタリングを行
うべき

28



国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

浄水発生土の放射性物質濃度について
（2012年11月9日時点）
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国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

「放射性物質が検出された浄水発生土の当面の取り
扱いに関する考え方について」（H23.6.16）より
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国立保健医療科学院 National Institute of Public Health

浄水発生土の放射性物質濃度
と対応状況の推移

31

2012年に入ってからは、
8,000 Bq/kg超の浄水発生
土はほとんど増加していない。

再利用・最終処分が増加
しているが、保管も増加
し続けている。

(100-8000Bq/kgのもの）

国立保健医療科学院 National Institute of Public Health
32

水道と放射性物質 まとめと課題

水道水が原子力事故で大きな影響を受けた初めて
の事例であった。
モニタリング体制が整備された。
ヨウ素とセシウムが重要な核種であるが、半減期が
異なり、形態により浄水処理での挙動が異なる。
現在では水道水は全く心配の無いレベルに下がっ
ている。
万一放出があった場合は、適度な費用で、ある程度
対応出来る浄水処理技術が提示できている。
環境中の挙動はこれからも注視が必要である。


